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  ～「海の日」関連～ 
  全国の博物館における「海洋教育」実施状況調査 

  （アンケート）の実施と集計結果について 
 

公益財団法人 日本海事科学振興財団（船の科学館）では、「海の日」に関連して全国の博物館・

水族館など社会教育施設（１,０００館）を対象に、各館で実施されている「海洋教育」の現状

や課題、問題点を把握することを目的としたアンケート調査を実施し、この度、集計結果をまと

めましたのでお知らせいたします。また今回の集計結果は、WEB サイト「船の科学館 ホーム

ページ」内「海と船の博物館ネットワーク活動」事業ページにて公開いたしました。 

尚、当財団では、２００６年度より「海と船の博物館ネットワーク活動」事業（日本財団助成）

として、全国の博物館等が開催する「海や船」をテーマとした企画展を募集し、毎年２０件以上

の企画展に支援を行い「博物館における海洋教育の促進」に取り組んでまいりました。 

今後、当財団では、この度のアンケート調査における集計結果を基に、「博物館における海洋

教育の推進」のあり方を検討し、全国の博物館を通じた社会教育の観点から「海洋教育」の普及

を図るべく、既存の事業を抜本的に見直して「博物館に必要とされるサポート体制」を構築し事

業化する予定です。 

１．調査名：全国の博物館における海洋教育実施状況調査 

■アンケート形式 

■アンケート実施期間 ２０１４年６月６日～６月３０日 
 

 

２． 調査対象 
 

■全国の博物館、水族館、美術館 

    ■１,０００館 
 

 

３． 集計結果の公開 

    ■WEB サイト 

■船の科学館 公式ホームページ内「海と船の博物館ネットワーク」ページ 

http://www.funenokagakukan.or.jp/s-smuseumnet/ 
 

４． 

４．公開内容 

■実施目的 

■アンケート内容 

■アンケート集計結果 
 

アンケート内容及び集計結果の詳細は、別紙【添付資料】をご参照下さい。 

 

その他、詳細は船の科学館ホームページをご覧下さい。 
 

 
≪ お 問 合 せ 先 ≫ 

公益財団法人 日本海事科学振興財団 船の科学館  学芸部 学芸課  

〒135-8587 品川区東八潮３番１号  TEL 03-5500-111６（学芸部 直通）FAX 03-5500-1１９０ 

ＴＥＬ03-5500-111１（船の科学館 代表） 

URL http://www.funenokagakukan.or.jp 
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別紙【添付資料】 
 

公益財団法人 日本海事科学振興財団（船の科学館）では、２００６年度から「海と船の

博物館ネットワーク活動」事業（日本財団助成）として、全国の博物館が開催する「海や

船」をテーマとした企画展を支援することにより「博物館における海洋教育の促進」に取

り組んでまいりました。 

今般、「海の日」を前に、改めて全国の博物館で実施されている「海洋教育」の現状や課

題、問題点を把握することを目的とした「全国の博物館における海洋教育実施状況調査」

（アンケート）を実施しました。 

  

本調査（アンケート）は全国の様々な博物館1,000館に対し実施したところ、５３４

館からの回答が得られました（回答率 ５３.４％）。 

 

＜集計報告例＞ 

 ・約４割の博物館が「海洋教育」という言葉を認知している【知っている：42.4％】 

 ・博物館での「海洋基本法」の認知度はあまり高くない【知らない：62.5％】 

 ・約４９％の博物館で「海洋教育活動」が実施されている【実施したことがある：49.3%】 

 ・主に企画展や教育普及活動において「海洋教育活動」が実施されている 

・学校教育やカリキュラムと関連した海洋教育活動は少ない【関連していない：58.1％】 

・５割以上の博物館が、今後海洋教育を実施していきたい 

・海洋教育をさらに充実させたり新たに実施するためには「予算」、「外部の協力」、「学芸員

のスキルアップ」などが必要 

など、非常に興味深い結果となりました。 

 

今後、当財団では本調査結果を基に既存の事業を抜本的に見直し、一般市民に対する海洋へ

の興味喚起や重要性の理解促進を目的として、「博物館における海洋教育の推進」のサポート体

制を構築し、事業化する予定です。 
  

 

アンケート集計結果の概要 
 

１．博物館における「海洋教育」、「海洋基本法」の認知度は？ 

（１）「海洋教育」の認知度   

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「海洋基本法」の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２．海洋教育を行う博物館の割合と、主な海洋教育活動は？ 

（１）海洋教育を行う博物館の割合       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）海洋教育活動の実施例(複数回答) 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３．海洋教育活動が多く行われている博物館の種類は？ 

（１）海洋教育を行う博物館の館種別割合        
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４．海洋教育活動のうち、学校教育との関連内容はどのようなものか？  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．今後、海洋教育活動をどうしていきたいのか？ 

（１）海洋教育活動を実施したいかどうか     

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

６．既存の海洋教育をさらに充実させたり、今後新たに実施するために必要な事項とは？ (複数回答) 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他のアンケート結果の詳細は、船の科学館 HPをご参照ください。

（http://www.funenokagakukan.or.jp/s-smuseumnet/） 
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①教科書に記載されている内容を伝えている

②総合的な学習の時間での利用を

考慮した活動を行っている

③体験学習ができる活動を行っている

④学校（小・中学校、高等学校等）に出向いて行う

移動博物館や出張授業を行っている
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⑥学芸員や職員のスキルアップ（必要な知識や

ノウハウを得る研修会への参加等）

⑦博物館間や学芸員同士のネットワーク

⑧関連機関や専門機関とのネットワーク

⑨組織・人員体制の充実
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